





























































































































府県、413 市町村の計 457 自治体が公営住宅等で
被災者の受け入れを表明した。国交省は出先機関
を通じて公営住宅等の空き住戸の提供状況を把握














































































の連絡方法など 19 項目で、2016 年 9 月 1 日現在











































元の住所地の自治体名 受け入れ 世帯数 人数 
子ども（内数で） 
義務教育 就学前 
 世帯 人 人 人 
 世帯 人 人 人 
 世帯 人 人 人 
 世帯 人 人 人 
 世帯 人 人 人 
 
問５．一時入居の期間は、入居開始からいつまでですか。上限をお答えください。 
１．３か月以内 ２．６か月以内 ３．１年以内 ４．その他（具体的に： ） 
 
問６．家賃の財源については、どうしておられますか。 

























１．使用した方がよかった ２．使用しなくても問題はない ３．システムのことを知らない 
 
問 10．避難者名簿を社会福祉協議会と共有しておられますか。 
１．している ２．していない ３．その他（具体的に： ） 
 
問 11．避難者名簿を避難者支援のボランティア団体と共有しておられますか。 
１．している ２．していない ３．その他（具体的に： ） 
 
問 12．避難者を受け入れるにあたって、交通費の支給などをされましたか。 

























































１番目 ２番目 ３番目 ４番目 ５番目 ６番目 ７番目 











年 9 月 1 日の時点で実際に避難者を公営住宅で受













3-3	 北海道から沖縄まで 374 世帯 865 人
が避難





び、避難者の総数は 374 世帯 865 人だった。避難
元の市町村ごとにみると、避難者が最も多かった
のは熊本市の 218 世帯 493 人で、続いて益城町 44
世帯 105 人、八代市 24 世帯 61 人、宇城市 19 世帯
46 人など家屋被害の激しかった地域から広域に
避難している傾向が見て取れた。子どもの人数は
小中学生 89 人、就学前 86 人で、それぞれ全体の
1 割を占めていた（表 2）。
避難先の自治体を地域別にみると、福岡県内の
71 世帯 174 人が最も多く、熊本県内 61 世帯 146
人、宮崎県内45世帯100人など九州一円で避難者
全体の 7 割強を占めていた。九州以外では愛知県
内の 21 世帯 44 人、山口県内の 11 世帯 25 人、神
奈川県内 10 世帯 23 人などで、遠くは仙台市内に





開始から 1 年以内が 48％で最も多く、6 カ月以内
は 28％、3 カ月以内は 5％で、その他（19％）で
は災害救助法による仮設住宅の設置期限である最










熊本市 218 493 56 52
益城町 44 105 8 20
八代市 24 61 7 4
宇城市 19 46 2 1
宇土市 11 28 2 2
南阿蘇村 9 21 0 1
御船町 9 17 0 1
西原村 7 19 3 2
阿蘇市 7 14 3 1
大津町 6 15 1 1
その他・合計 20 46 7 1
表 3 避難先自治体ごとの世帯数、人数、子どもの内訳
避難先 世帯数 人数 子ども（義務教育）
子ども
（就学前）
福岡県内 71 174 18 23
熊本県内 61 146 14 9
宮崎県内 45 100 17 10
佐賀県内 30 68 1 8
長崎県内 28 75 11 7
鹿児島県内 21 53 6 3
愛知県内 21 44 3 4
山口県内 11 25 3 3
神奈川県内 10 23 5 1
沖縄県内 8 19 2 3
島根県内 8 17 0 0
広島県内 8 13 0 2











































































































































































































4-3	 公営住宅に 374 世帯、みなし仮設住
宅に3215 世帯が避難
今回の熊本県による依頼の結果、2016 年 12 月
28 日現在で熊本県外の公営住宅に避難している
被災者は北海道から沖縄までの 28 都道府県に 374
世帯 802 人であることがわかった。都道府県別に
世帯数と人数をみてみると、福岡県内が 139 世帯
294 人、愛知県内は 28 世帯 57 人、長崎県内は 27
世帯 67 人、宮崎県内は 25 世帯 65 人などで、本研
究所の調査には回答していなかった東京都内に
16 人 32 人が避難していた。
本研究所の調査では、地域的には熊本県内を含









避難した被災者は 3215 世帯 7022 人にのぼってい
た。これには熊本県内の他の市町村への避難者も
含んでおり、避難元市町村ごとに避難者の内訳を
みてみると、益城町が最も多く 1059 世帯 2747 人
で、南阿蘇村の 945 世帯 1447 人、熊本市の 440 世

















































































使って稼動していたが、2017 年 6 月からは NTT
東日本の運用に切り替わった。NTT 東日本によ
ると、被災した 14 自治体が引き続き利用してい
るが、人口 1 人当たり月 2 円の使用料等が発生す
る。
このシステムを利用している熊本市によると、
2017 年度の利用料は 2535 万円で、新潟大学から
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